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研究成果の概要（和文）：

本研究は、平成 21年 5月 21日以降に我が国において実施されることとなった裁判員裁判にお
ける立証活動の理論的・実証的な研究を目的とするものであるが、その研究の成果は、研究論

文の発表、講演会の講師としての講演、実際の裁判員裁判の弁護活動の中で示された。

研究成果の概要（英文）：
This project has the aim to research the theory and practice in the verification at the 
SAIBANIN trial which start on 21st May 2009. The fruit of this project is demonstrated in 
the papers, lecture related this project and the practice as the defense lawyer.  
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１．研究開始当初の背景
我が国の刑事司法への国民参加について
は、昭和 18 年に陪審法が停止されて以降、
その実現が待望されてきたが、司法制度改革
意見書において刑事司法制度改革の目玉と
して裁判員裁判の導入が提言され、平成 16
年に「裁判員の参加する刑事裁判に関する法
律」（以下、裁判員法という）が制定された。
そして、5年の準備期間を経て、平成 21年 5
月 21 日以降に起訴された事件を対象に実施
されることとなった。裁判員裁判は、公判前
整理手続を必ず実施する必要があるために、
全国最初の裁判員裁判が東京地方裁判所で
行われたのは、平成 21年 5月 21日であった。

職業裁判官と裁判員が裁判所を構成する
裁判では、立証活動に大きな変化が生じるこ
とが予想されること及び実施後 3年でその見
直しが予定されていることから、裁判員裁判
の立証活動について、理論的・実証的な研究
を行う必要があった。
特に、裁判員裁判は、公判前整理手続にお
いて、争点の整理、証拠の厳選等を行い、公
判は集中審理で行われるのが、裁判員法の規
定及び実務の要請であるために、裁判員裁判
における理論的・実践的な研究を行う場合に
は、捜査手続―起訴―公判前整理手続―公判
のすべての段階での理論的・実証的な研究を
行う必要があった。
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２．研究の目的
上記の背景の下で、裁判員裁判に特有の立
証活動のありかたについて、裁判員裁判の実
施以降に生じる問題点を析出して、その解決
方法を提示することが研究の目的であった。
本研究においては、公判手続における立証活
動のみならず、捜査－起訴―公判前整理手続
の問題点についても研究することとした。と
いうのは、既に述べた如く、裁判員裁判の公
判は集中審理方式で行われるのが通常の方
法であるために、捜査段階での警察・検察の
証拠収集活動及び弁護人の証拠収集活動が
重要であり、更に、起訴後は、公判前整理手
続において、訴因の特定の問題や証拠開示、
検察官の証明予定事実記載書の提出を受け
て、弁護人の主張予定事実や証拠の整理を行
う必要がある。従って、本研究は、捜査－訴
追―公判前整理手続は、公判における立証活
動のための重要な前提であり、捜査－訴追－
公判前整理手続についても検討・分析の対象
とする。それを通じて、それぞれの手続の問
題点を析出して、解決策について理論的・実
証的な観点から提言することを目的とする。

３．研究の方法
①裁判員制度が、陪審制度と参審制度の性格
を混在させる制度であることから、イギリ
ス・ドイツ・フランスの立証活動及び証拠法
の運用について、海外調査を含めて情報収集
を行うこと、研究協力者からの助言を受ける
こと、
②実際に行われる模擬裁判員裁判の弁護人
として参加すること、裁判員裁判実施後には、
裁判員裁判対象事件の弁護人として活動す
ることを通じて、現実の問題点を把握するこ
とで、本研究の目的を達成することとした。
研究の目的で述べた如く、本研究は、その対
③象範囲が広いために、研究代表者のみでは、
その遂行が困難であることが予想されたた
めに、国内外の研究者・実務家に研究への協
力を依頼し、情報の提供・助言を仰ぐことと
した。国内の研究者としては、これまでも、
種々の研究を共同で行ったことから協力を
快諾してくれた熊本大学の平田元教授・稲田
隆司教授、駒沢大学の松本英俊教授、久留米
大学の吉弘光男教授らに協力を要請した。ま
た、研究代表者は、平成 14 年以降は日弁連
司法制度改革調査室の顧問を務めて以降、日
弁連の裁判員制度実現本部委員・同裁判員制
度実施本部委員を務めたことから、全国の情
報は日弁連を通じて入手することとした。海
外については、新潟大学法学部は、イギリス
のブリストル大学及び法曹学院（Inns of 
Court School of Law）と、ドイツについては、
ミュンスター大学との交流協定を締結し、人
的交流を深めてきたことから、必要な情報を
入手できるのみならず、裁判所訪問等の必要

な手配を依頼することが可能であった。また、
ロンドン大学ＬＳＥは、研究代表者がかって
留学した経験があることから、Ｍ．ザンダー
教授の後任者にも会うこととした。そこで、
これらの大学及び司法機関を訪問して、研究
者と面会して意見交換を行う他に、関連施設
を訪問して実務家との意見交換を行い、理論
的・実証的な研究のための示唆を得ることと
した。
④更に、研究代表者は、平成 16年 4月 1日
に弁護士登録が承認され、新潟県弁護士会会
員となったことから、新潟県の法曹三者が実
施する模擬裁判員裁判に参加する他、裁判員
裁判実施以降は、裁判員対象事件の弁護人と
して実際の弁護活動を体験することを通じ
て、裁判員裁判における立証活動の問題点を
発見し、その解決方法について提言を行うこ
ととした。

４．研究成果
上記の研究方法に従い、平成 19 年 9 月に
は、研究協力者である平田元教授・稲田隆司
教授・吉弘光男教授・松本英俊教授・我妻広
助教（事業創造大学）の参加を得て、研究会
を実施し、本研究の実施計画についての協議
を行った。また、日弁連の各種会議・研修会
に参加して情報収集を行った。海外について
は、平成 20 年にイギリスのブリストル大学
及びブリストル刑事法院・ブリストル治安判
事裁判所を訪問し、研究者及び実務家との情
報交換や意見交換を行った。また、平成 22
年には、ドイツのミュンスター大学及び裁判
所を訪問し、情報収集及び意見交換を行い、
イギリスでは、ブリストル大学、ロンドン大
学、ブリストル刑事法院を訪問し、研究者及
び裁判官を始めとする法曹と会い意見交換
を行った。ブリストル刑事法院では、高等法
院裁判官と意見交換を行った。イギリスの滞
在中は、新潟地方裁判所の森判事（当時）と
行動を共にした。以上のような活動を通じて
得た研究成果は、大きく分けて 3点ある。第
１は、研究論文等の発表であり、第 2は、研
究成果を広く国民に知らせ意見を徴するた
めの講演会活動であり、第３は、裁判員裁判
における弁護活動に実際に生かすことであ
る。
第１については、下記に記載の通り多くの
論文等をその成果として公表した。
第２については、新潟大学法学部市民公開
講座（平成 22 年度）他の講演会において講
師を務めた。第３については、平成 20 年 6
月に新潟地方裁判所において実施された殺
人未遂事件（谷川一事件）の模擬裁判に関し
て弁護人役を務めた。また、平成 21 年には、
新潟地方裁判所における裁判員裁判第 1号事
件を連日傍聴して、ＮＨＫ新潟支局のニュー
スで裁判員裁判についてのコメントを行っ
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た。平成 21 年 10 月から平成 22 年 10 月にか
けて覚せい剤密輸事件の主任弁護人を務め
た。また、新潟地方裁判所・新潟地方検察庁・
新潟県弁護士会の法曹三者で行う「裁判員裁
判準備会」及び「刑事裁判協議会」の議論に
参加し、研究者の視点から意見を述べた。こ
の会議での議論の結果として、新潟地方裁判
所における裁判員裁判の実務の原型がほぼ
固まったが、その特徴を示すと、①国選弁護
人が付される事件においては、主任弁護人が
申請すれば、２～３名の弁護人が選任される
こととなった。②自白事件の場合には、裁判
員（補充裁判員）の選定手続は、公判期日の
初日に行われるが、公判審理が長期間に及ぶ
ことが予想される場合には、裁判員（補充裁
判員を含む）の選定手続を公判期日の 1週間
程度前に行う方法が採用された。③自白事件
の場合の公判日数は３～４日で行うことが
定着した。④公判前整理手続終了後には、保
釈が許されるようになったことがあげられ
る。
残された問題点としては、①公判前整理手
続の長期化によって、起訴後結審するまでに
時間が掛かりすぎて、未済事件が滞留してい
ること、②公判前整理手続における検察官の
証明予定事実の内容を公判において変更で
きるのか、③検察官の請求する統合捜査報告
書に弁護人が不同意とした場合の証拠能力、
④直接証拠が存在せずに間接証拠で罪体を
立証する場合の証拠の関連性と証拠能力、⑤
間接証拠と悪性格の証拠能力、⑥本件と関係
ない被告人の過去の行動についての立証の
許否、⑦共謀共同正犯の訴因の特定及び立証
方法⑧被疑者・被告人が外国人である場合の
通訳の正確性の確保、⑨証言拒否と不同意と
された供述調書の証拠能力、⑩被害者が参加
する場合の立証活動の方法⑪公判前整理手
続に代わる打合期日での訴訟活動の限界等
があり、これらの点については、更に、理論
的・実証的な検討が尚必要である。
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